
地方公共団体における予定価格等の事後公表への移行（平成２１年４月１日現在）

（予定価格の事後公表への移行）
○予定価格の事後公表のみが、平成１９年度に都道府県の８団体（１７．０％）であったが、２０年度に２団体（４．３％）（北海道・岡山県）、２１年

度に１団体（２．１％）（福島県）が事後公表に移行。
○都道府県の８団体（１７．０％）（千葉県・山梨県・和歌山県・徳島県・高知県・佐賀県・宮崎県・鹿児島県）が、平成２０年度以降、事前公表のみ

から事前公表と事後公表の併用に移行。
○予定価格の事後公表を一部でも実施しているのは、都道府県の２１団体（４４．７％）、政令市の７団体（３８．９％）。
（低入札価格調査基準価格の事後公表への移行）
○調査基準価格の事後公表を平成１９年度に都道府県の３１団体（６６．０％）、政令市（岡山市を含む。）の１０団体（５８．８％）で実施していたが、

平成２０年度以降、都道府県の３団体（６．４％）（和歌山県・鳥取県・高知県）、政令市の５団体（２７．８％）（仙台市・さいたま市・新潟市・堺
市・岡山市）が事後公表に移行。

（最低制限価格の事後公表への移行）
○最低制限価格の事後公表を平成１９年度に都道府県の２５団体（６１．０％）、政令市（岡山市を含む。）の１０団体（５８．８％）で実施していたが、

平成２０年度以降、都道府県の５団体（１２．２％）（愛知県・兵庫県・和歌山県・鳥取県・高知県）、政令市の５団体（２９．４％）（仙台市・さいた
ま市・千葉市・名古屋市・堺市）が事後公表に移行。
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